
中国四国防衛局達第３６号

改正 平成２５年 ３ 月２８日中国四国防衛局達第 １ 号

改正 平成２８年 ３ 月２２日中国四国防衛局達第 ３ 号

改正 平成２９年 ３ 月３１日中国四国防衛局達第 ７ 号

改正 平成２９年 ６ 月 ６ 日中国四国防衛局達第 ８ 号

改正 平成３０年 ３ 月３０日中国四国防衛局達第 ６ 号

改正 令和 ３ 年 ６ 月２４日中国四国防衛局達第 ３ 号

改正 令和 ５ 年１２月１３日中国四国防衛局達第１１号

中国四国防衛局総務部長等の専決及び代決に関する規則を、次のように定

める。

平成１９年１１月６日

中国四国防衛局長 月橋 晴信

中国四国防衛局総務部長等の専決及び代決に関する規則

（通則）

第１条 中国四国防衛局長（以下「局長」という。）の決裁事項についての

専決及び代決は、別に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。

（定義）

第２条 この規則において「専決」とは、常に局長に代わって局長の決裁事

項のうち特定事項について決裁することをいい、「代決」とは、局長又は

専決すべき者が出張、休暇その他の理由により不在であって、かつ、当該

事項が至急に処理されなければならない場合に、それらの者に代わって当

該事項について決裁することをいう。

（専決）

第３条 部長の専決事項は、別表第１のとおりとする。ただし、重要なもの

又は異例なものを除く。

（代決）



第４条 代決を行うことができる者は、別表第２のとおりとする。

２ 局長が不在の場合の代決は、当該事項を所掌する各部長が行う。

３ 代決を行った者は、速やかにその権限を有する者に報告しなければなら

ない。

附 則

この規則は、平成１９年１１月６日から施行する。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、平成２９年６月６日から施行する。

附 則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、令和３年６月２４日から施行する。

附 則

この規則は、令和６年１月１日から施行する。



別表第１（第３条関係）

１ 各部に関する事項

号数 事 項

１ 定例的又は軽易な報告、依頼、通知、照会、進達、証明、協議、回答、

申請に関すること。

２ 総務部長専決事項

号数 事 項

１ 陳情書、申請書、決議書等の措置に関すること。

２ 調査、統計の作成及び資料の収集等に関すること。

３ 諸証明に関すること。

４ 恩給請求書、年金請求書の提出に関すること。

５ 給与の諸手当の認定に関すること。

６ 児童手当及び特例給付の認定等及び支給調書に関すること。

７ 雇用保険被保険資格者の取得等の手続きに関すること。

８ 退職票及び在職票の交付に関すること。

９ 退職手当額の決定に関すること。

10 情報公開請求に係る開示等の決定及び期限の延長の決定に関する開示請

求者への通知に関すること。

11 庁舎及び宿舎の登記の嘱託、地番の整理、変更に関すること。

12 庁舎及び宿舎の設置、取得、維持及び管理に関する資料の提出に関する

こと。

13 庁舎及び宿舎の営繕に関する資料の提出に関すること。

14 契約及び入札に関する諸報告及び通知に関すること。

15 争訟に関すること。



３ 企画部長専決事項

号数 事 項

１ 自衛隊の使用する国有財産等の工事の申請、協議、通知又は承認に関す

ること。

２ 国有財産の取得、所管換、他の各省各庁の使用、一般の使用又は用途廃

止に関すること（防衛大臣の承認を要するものを除く。）。

３ 国有財産台帳への記載又は記録に関すること。

４ 国有財産の取得、管理又は引継ぎに関する依頼、申請、協議、諸報告及

び通知に関すること。

５ 登記の嘱託、地番の整理、変更に関すること。

６ 直轄工事に関する申請、協議、届出、諸報告及び通知に関すること。

７ 補償、見舞金、買収又は賃借契約に関する諸報告及び通知に関すること

（業務課の所掌に属する事務については、漁業補償、漁業見舞金及び特別

損失補償に関する事務に限る。）。

８ 補助事業に関する諸報告及び通知に関すること。

９ 合衆国軍隊等の行為等による被害者等に対する賠償金の支給等に関する

省令（昭和３７年総理府令第４２号）第４条第２項、第５条、第８条第２

項、第１１条、第１２条第２項及び第１５条第２項に規定する事務に関す

ること。

10 連合国占領軍等の行為等による被害者等に対する給付金の支給に関する

法律施行規則（昭和３６年総理府令第６２号）第４条に規定する事務に関

すること。

11 被害者等給付金支給細則（平成１９年防衛省訓令第８６号）第３条、第

４条、第５条第２項から第４項まで、第８条並びに第９条第２項及び第３

項に規定する事務に関すること。



４ 調達部長専決事項

号数 事 項

１ 工事設計図、仕様書その他設計の根拠を示す書類（予定価格の基礎とな

る積算価格内訳明細書を除く。）の作成に関すること。

２ 防衛省における自衛隊の施設の取得等に関する訓令（平成１９年防衛省

訓令第６６号）第４条第８号に規定する直轄工事及び提供施設に係る整備

の事務処理手続に関する訓令（平成２０年防衛省訓令第３５号）第３条第

２項に規定する整備工事（以下「直轄整備工事」という。）に係る以下の

事務。

⑴ 官公署等への手続（当該手続に必要な手数料の納付の決定を除く。）

に関すること。

⑵ 現場説明書、数量書、要求性能書等の作成に関すること。

⑶ 工事設計図、仕様書、現場説明書、数量書、性能要求書等に係る競争

参加者等からの質問に対する回答の作成に関すること。

⑷ 設計等技術業務及び事業監理業務に係る再委託の承諾に関すること。

⑸ 設計・施工一括発注方式工事に係る設計図の承諾に関すること。

⑹ 標準図等活用方式工事に係る調査及び詳細図等の承認に関すること。

⑺ 総価契約単価合意方式工事に係る単価合意書の締結に関すること。

⑻ 成績評定に関すること。

３ 行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）

第４条第１項の規定に基づき開示請求された行政文書のうち、直轄整備工

事に係る積算価格内訳明細書及びこれに関連するものについての開示等の

決定及び期限の延長の決定に関すること。

４ 中国四国防衛局における中央調達の事務の処理に関する達（平成２７年

中国四国防衛局達第８号）第２条第３項の規定に基づく中央調達に係る支

出負担行為担当官補助者の異動通知に関すること。



５ 玉野防衛事務所長専決事項

号数 事 項

１ 中国四国防衛局における中央調達の事務の処理に関する達（平成２７年

中国四国防衛局達第８号）第２条第３項の規定に基づく中央調達に係る支

出負担行為担当官補助者の異動通知に関すること。

６ 岩国防衛事務所長専決事項

号数 事 項

１ 駐留軍等労働者の雇入れ、昇格その他の人事及び雇用の終了に関する訓

令（平成１９年防衛省訓令第１１２号）第２条から第４条まで及び第６条

に基づく事務。

２ 駐留軍等労働者の給与及び旅費に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第

１１３号）に基づく事務（局長の指定する事項に限る。）。

３ 駐留軍等労働者の福利厚生業務の委託に関する訓令（平成１９年防衛省

訓令第１１６号）に基づく事務（局長の指定する事項に限る。）。

４ 駐留軍等労働者の福利厚生に関する事務の処理について（防地労第６５

５５号。２８．３．２９）に基づく事務（局長の指定する事項に限る。）。

５ 駐留軍等労働者の産業医等及び健康診断等の実施等に関する事務の処理

について（防地労第８３４６号。３１．４．２６）に基づく事務（局長の

指定する事項に限る。）。

６ 駐留軍等労働者の労務管理等の諸証明及び諸報告に関すること（局長の

指定する事項に限る。）。



別表第２（第４条関係）

権限を有する者 代 決 者

局 長 各部長（所掌事項に限る。）

総務課長（総務課所掌事項に限る。）

総 務 部 長 会計課長（会計課所掌事項に限る。）

契約課長（契約課所掌事項に限る。）

次長
企 画 部 長

地方調整課長（次長不在の場合に限る。）

次長
調 達 部 長

調達計画課長（次長不在の場合に限る。）


